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平成 17年 1月から使用済自動車の再資源化等に関する法律 (以下 「自

動車リサイクル法」としヽしヽます。)の 施行と同時に、道路運送車両法の新し

しヽ抹消登録関係手続と 「使用済自動車に係る自動車重墨税の廃車還付制度」

がスター トします。

「使用済自動車に係る自動車重量税の廃車還付制度」で|よ、自動車リサイ

クル法に基づき使用済自動車が適正に解体され、解体を事由とする永久抹

消登録申請又は解体居出と同時に還付申請が行われた場合に車検残存期間

に対応する自動車重量税額が還付されます。

④還付税額の振込等
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1 還 付の対象となる自動車

自動車重量税の還付の対象となる自動車|よ、車検証の交付を受|ナている車両のうち、使

用済みとなった後に自動車 リサイクル法に基づいてリサイクルされた自動車に限られます。

※ 還 付申請者は、還付の対象となる自動車を引取業者に引き渡 した者 (最終所有者)

とされていますので、還付の対象となる自動車の自動車重国税を実際に納付 した者か否

か|よ問わなしヽこととされています。

2 還 付の条件

使用済自動車が自動車リサイクル法に基づき適正に解体され、その解体を事由とする永久

抹消登録 (解体届出)を 国土交通大臣に行うと同時に還付申請を行うことが条件となります。

還付される自動車重量税額

還付される自動車重墨税額|よ、次の計算式により求めることができます。

撤付された自動車重量税1額X車 検残存期間キ再検有効期間=還 付金額

「車検残存期間」とは、以下に示す確定国の翌日から車検証の有効期間の満了日までの

期間をしヽしヽ (lヵ月に満たない端数について|よこれを切り捨てた後のものをしヽしヽます。)、 こ の

車検残存期間が lヵ 月以上ある場合に還付を受けることができます。

なお、確定国に|よ、次の 4つ のケースがあり、具体的な還付金額の計算例|よ次のペー

ジのようになります。

自動車の種類は登録自動車 :
ですか軽自動車ですか? i
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【ケース1】

確定国は、報告受

領日 (※3)又 |よ
一時抹消登録日の

いすれか遅い日に

【ケース2】

確定回は、永久抹

消登録日になりま

す。

【ケース3】

確定日は、報告受

領題 (※3)又 |よ

車検証の返紬日の

いすれか遅い日に

【ケース4】

確定国|よ、車検証

の返納日になりま

す。
:

イクル料金の預託義務のあるも

リサイクル料金の預託義務のあ

※] 登 録自動車とは、車検証の交付を受けてしヽるもののうち、軽自動車以外のもので、リサ

のをしヽいます。

※2  軽 自動車とは、車検証の交付を受けているもののうち、排気量660cc以 下のもので、

るものをいしヽます。

※3  報 告受領国と|よ、 「使用済自動車を引き取つたことが引き取り業者から (財)自 動車リサイクル促進センターに報告さ

れた」ことを国土交通大臣が同センターから報告を受けた国をしヽしヽます。通常、引取業者が同センターに報告をした日の

翌日になります。
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聾離喜重葦堰串郭ツ霊串職⑤

日二堅⑦圏踏昨単⑦理報車②

日陸⑦盟障昨阜⑦進報車①

田008`と8

目08目6寺とと担込

日[留0[勢9[担述

聾離喜重車腫目平ツ早母慨③

日二堅⑦里鞘昨単⑦理報尊②

日酸①輿鞘昨単⑦理報葦①



還付申請書の様式は、解体を事由とする永久抹消登録申請書又は解体届出書と一
体とな つて

います。

還付申請は、引取業者か らの使用済 自動車が解体された旨連絡を受けた後、永久抹消登録申

請叉は解体届出と同時に申請書に必要となる事項を記載 して運輸支局等に提出 します。

なお、税務署への申請|よ運輸支局等経由で自動的に行われますので、申請者が税務署へ出向

く必要はあ りません。

具体的な申請書の提出先|よ、道路運送車両法の手続に応 じて次のとお りとな ります。

韓

永1久‐抹消1登紳 ‐請

坪‐‐|1特||‐1犀|1単|
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■享|'中申幸'|力‐
っても車検残存期間が ]力月に満たなしヽ場合」は、還付を受けることができ※ 「輸出抹消の場合」や 「解体を事由とする永久抹消登録又は解体届出であ

ませんのでこ留意ください。

◆制度内容について
住所地等を管轄する国税局消費税課 (沖縄国税事務所において|よ間税課)

国税庁ホームページ  http:〃www口ntargoⅢjp/

◆登録自動車に係る申請手続について
最寄りの運輸支局及び自動車検査登録事務所の登録部門

国主交通省自動車交通局ホームページ (自動車検査 ・登録ガイド)
http:〃www口miit.9o日jp/jidosha/kensatoroku/inspectihtm

◆軽自動車に係る申請手続について
最寄りの軽自動車検査協会事務所

軽自動車検査協会ホームページ httpノ/www口keikenkyo,or.jp/
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